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5.1 ＳＲの本質

5.1.1 人間の尊厳と多様性の尊重

5.1.2 持続可能性の追求

5.2 組織がＳＲを実践する上での原則

5.2.1 誠実性

5.2.2 透明性と説明責任

5.2.3 協調性とパートナーシップ

5.2.4 自主性と規律

5.2.5 多様性

5.2.6 継続性

5.2.7 柔軟性

5.3 ＳＲの効果的な実践を確実にするための原則

5.3.1 ステークホルダー・エンゲージメント

6.1 人 権

6.2 労 働

6.3 安全衛生

6.4 サービス／製品

6.5 情報保護

6.6 環 境

6.7 コミュニティ開発

6.8 倫理・腐敗行為防止

＊イシュー毎に以下の項目を記載。

6.1.1 背景とトレンド

6.1.2 考慮すべき核となるイシュー

機会と困難

6.1.3 既存のイニシアチブ等

6.1.4 ステークホルダーとの関係

6.1.5 参考文献

６章 核となるＳＲイシューに関するガイダンス

ガバナンスとコンプライアンスはＳＲイシューに取り組む前提として扱う。

7.1 一般 7.7 ステークホルダー・エンゲージメ
ントのアプローチとツールの例

7.7.1 一 般

7.7.2 情報開示

7.7.3 対 話

7.7.4 パートナーシップと協働

7.6 各ＳＲイシュー
のアクション例

7.2 ＳＲのビジョンと方針

7.3 状況分析

7.4 資源投入,対応力向上,意識向上

7.5 組織の日常業務へのＳＲの統合

＊7.2～7.5は、項目毎に以下の２つの
手引きを記載。

実践の手引きＡ－組織内のアクション例

実践の手引きＢ－ステークホルダー・
エンゲージメントのアクション例

7章 ＳＲの実施に関する組織のためのガイダンス

５章 組織に関連するＳＲの原則

２章 引用規格
世界人権宣言
労働における基本的原則及び権利に
関するＩＬＯ宣言
国連気候変動枠組条約
国連グローバル・コンパクト
ＯＥＣＤ多国籍企業行動指針

４章 組織が活動するＳＲの背景

4.1 歴史的な動き

4.2 今日的な動向

4.2.1 組織を取り巻く状況
4.2.2 組織に求められる取り組み
4.2.3 組織がＳＲに取り組むメリット

０章 序文

0.1 一般

0.2 目的

0.3 利点

１章 適用範囲
1.1 一般
規格の取扱範囲、規格の性格（組織が、自らに最も相応しい項目を
取捨選択できるガイダンス）など

1.2 適用組織

組織の規模、活動の性格、活動地域にかかわらず、あらゆる組織に
適用することができる。

1.3 前提条件と限界

ＩＳＯ26000はガイダンス規格であり、
－適合性を評価するための要求事項を規定したものではない。
－マネジメントシステム規格ではない。
－認証の目的、規制や契約の用途に用いられることを意図しない。

３章 用語と定義
3.1 社会的責任（ＳＲ）
組織が、自ら積極的にステークホルダーに働きかけ、負の影響を最小化し、

プラス方向の効果を最大化することを通じて、持続可能な社会と環境の確
立・維持と組織の存続を両立させていこうとする活動。

3.2 ステークホルダー

3.3 ステークホルダー・エンゲージメント

3.4 ガイダンス


